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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実施状況及び効果検証シート（令和5年度分）
事業No. 事業名 令和５年度青森県今別町物価高騰対策低所得世帯支援金【低所得者世帯給付金（7万円追加給付分）】

R6.1.12 43,388,390円 事業所管課 町民福祉課

R6.4.24 (  43,334,372円) 事業費の繰越 有 ・ 無

事業目的 事業内容 対象者

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。

令和5年度住民税非課税世帯  １世帯あたり70千円
上記事業の事務費

令和5年度住民税非
課税世帯

評価指標 実績値 事業実績

上記「事業内容」に係る実績（受給件数）
支援金を受給した住民税非課税世帯 606件 ・令和5年度住民税非課税世帯 606件×70,000円=42,420,000円

・事務費 968,390円

事業効果 今後の取組

事業実施
期間

事業費総額
（内、交付金充当額）

事
業
概
要

事
業
実
施
状
況

物価高騰対策として非常に効果的であった。 住民の生活実態に合わせ、国の動向を踏まえて給付事業等を実施する。
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実施状況及び効果検証シート（令和5年度分）
事業No. 事業名 令和５年度青森県今別町物価高騰対策低所得世帯支援金【住民税均等割のみ課税世帯給付】

R6.1.30 9,157,714円 事業所管課 町民福祉課

R6.4.24 (  8,357,400円) 事業費の繰越 有 ・ 無

事業目的 事業内容 対象者

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。

令和５年度均等割のみ課税化世帯 １世帯あたり100千円
上記事業の事務費

低所得世帯（住民税
均等割のみ課税世
帯）

評価指標 実績値 事業実績

上記「事業内容」に係る実績（受給件数）
・令和５年度均等割のみ課税世帯 ８８世帯 ・令和５年度均等割のみ課税世帯 88件×100,000円=8,800,000円

・事務費 357,714円

事業効果 今後の取組

事業実施
期間

事業費総額
（内、交付金充当額）

事
業
概
要

事
業
実
施
状
況

物価高騰が続く中、低所得世帯へ給付金を給付し、経済的負担を軽
減することができた。

住民の生活実態に合わせ、国の動向を踏まえて給付事業等を実施する。
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実施状況及び効果検証シート（令和5年度分）
事業No. 事業名 令和５年度青森県今別町物価高騰対策低所得世帯支援金【子ども加算】

R6.2.16 2,026,600円 事業所管課 町民福祉課

R7.4.24 (  2,026,600円) 事業費の繰越 有 ・ 無

事業目的 事業内容 対象者

物価高が続く中で低所得世帯（子育て世帯）への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

物価高騰対応重点支援事業非課税世帯等臨時給付金（子ども加算分） 
１人あたり50千円
上記事業の事務費

低所得世帯（子ども
加算分）

評価指標 実績値 事業実績

上記「事業内容」に係る実績（受給件数）
・低所得世帯（子ども加算分） 36名 ・低所得世帯（子ども加算分） 36件×50,000円=1,800,000円

・事務費 226,600円

事業効果 今後の取組

事業実施
期間

事業費総額
（内、交付金充当額）

事
業
概
要

事
業
実
施
状
況

物価高騰が続く中、子育て世帯へ給付金を給付し、経済的負担を軽
減することができた。

住民の生活実態に合わせ、国の動向を踏まえて給付事業等を実施する。
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実施状況及び効果検証シート（令和5年度分）
事業No. 事業名 令和５年度今別町物価高騰対応生活支援商品券発行事業

R5.12.15 13,064,500円 事業所管課 総務企画課

R6.3.29 (  12,987,000円) 事業費の繰越 有 ・ 無

事業目的 事業内容 対象者

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた町民生活を支
援するため、１世帯に１万円分の商品券を交付し、生活支援策及び
町内消費の下支え策とする。

商品券発行対象世帯に、500円×20枚を1セットとして配布
上記に係る事務費
・印刷製本費＝11円×20枚×1,300世帯＝286,000円
・通信運搬費＝536円/1通×1,251世帯＝670,536円
・交付金(商品券精算金)＝12,510,000円
合計13,466,536円

今別町

評価指標 実績値 事業実績

配布した商品券の使用率 98.52% ・印刷製本費 11円×20枚×1,300世帯=286,000円
・通信運搬費 536円/1通×1,250世帯=670,000円
・交付金(商品券精算金)=12,108,500円
商品券交付世帯数1,229世帯×10,000円=12,290,000円
12,108,500/12,290,000=商品券使用率98.52％
合計13,064,500円

事業効果 今後の取組

事業実施
期間

事業費総額
（内、交付金充当額）

事
業
概
要

事
業
実
施
状
況

物価高騰対策として非常に効果的であった。 住民の生活実態に合わせ、国の動向を踏まえて商品券発行等の生活者支援を検討する。


